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放射線教育PPT教材シリーズ６

福島原発事故から何を学ぶか
第２部　原発事故は防げるか
放射線教育フォーラム
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[image: image1.emf]このパワーポイント教材をスライドショー

として使うときの注意

◇ 画面右下に 次 と出てから画面を送ってください。

◇ 次 の文字が出るまでは自動的に変わります。始めから 次 が

出ている画面は変化がありません。適宜画面を送ってください。

◇ 同じことが繰り返し行なわれているときは右下に 適宜

と表示されますので、この場合も適宜画面を送ってください。

◇ 画面下の欄に解説が付けてありますが、スライドショーにすると解説

を見ることができません。そこで、画面と解説を別にワード版で作成して

あります。ワード版の解説はできるだけ詳細に書きましたので、必要に応

じて

取捨選択してご利用下さい。
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	このPPT教材作成の意図

中学校理科でエネルギー資源の１つとして原子力発電を扱うことになったが、福島原発事故の影響を受けて、学習指導要領の範囲※では原子力発電をどのように指導すべきかが明確でないため、中学校の教育現場では戸惑いを見せている。

　現在出回っている原子力副読本等の記載内容は、原子炉の安全性への疑問（五重の壁は役立たなかったことなど）に応えておらず、そのままでは使用できない。そこで、科学的に正しい知識と同時に、理科の範囲を越えた広範囲な社会・経済的見方・考え方ができるようにすることを目的に、「総合的な学習の時間」の指導にも使える教材として作成した。福島原発事故の原因究明は進行中で結論は出されていない。しかし、この教材は結論を出すことではなく、事故を通じて科学技術、文明、リスク、資源確保、安全保障、生き方など様々なことを考えさせ、討論させるための資料を提供することを目的にしている。

単位について

ベクレル：放射性物質の量を表す単位　（単位記号[Bq]）。

1 s(秒)間に1つの原子核が崩壊して放射線を放つ放射性物質の量が1ﾍﾞｸﾚﾙ[Bq]。
例えば、毎秒100個の原子核が崩壊して放射線を出している場合、100 Bq。
シーベルト：放射線は種類（α線、β線、γ線など）によって生体へ及ぼす影響が異なる。そこで放射線の種類に関係なく生体に与える影響を１つの尺度にまとめて表すように考えられたのがシーベルトという単位 (単位記号：ｼｰﾍﾞﾙﾄ[Sv])である（ただし、これは厳密・正確な解説ではない。厳密な定義をするためには放射線の吸収線量（放射線から受けるエネルギー　単位はグレイ）の解説を必要とするため省略。）。
千分の１ｼｰﾍﾞﾙト＝１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ[ｍSv]　千分の１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ＝１ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ[μSv]
被ばく時間（放射線を受けている時間）を、１時間あたり　/ｈ、1年あたり　/ｙ　などで表す。
　　　　  生物は自然界から自然放射線を毎年2.4ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙ（世界平均）（日本の平均は1.4ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙ）受けている。国際放射線防護委員会（ICRP）は　一般公衆が1年間に放射線を受けてもよいとする基準量を1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ（ｍSｖ）（自然放射線　医療によって受ける量を除く）以下にするよう勧告し、日本の法律でも１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙを管理目標値に定めている。この値を基準と考えて、シーベルトの単位で示された放射線の量が多いか少ないかを相対的に比較すればよい。詳細数値は本文中に記載。
食品のベクレルをシーベルトに換算する方法：放射線の種類によって生体が受ける影響が異なるのであるから厳密な換算は簡単ではない。以下の計算式によって得られる値はﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙのおおよその概算値である。　
　　　　　　（食品のベクレル）×（１日に食べる量kg）×0.0073　

　　　　　例えば肉などの食品の暫定基準値は500ﾍﾞｸﾚﾙであるから、500ﾍﾞｸﾚﾙの肉を毎日100g食べ続けると、（おそらくそのような人はいないと思うが）１年間に体内で受ける放射線の量は
　　　　　　　　500bq　×　0.1kg　×　0.0073　＝　0.365　ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙ
　　　　　１年あたり約0.4ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄであるから、肉だけでは直ちに健康に与える影響はないと言えるが、放射性物質汚染地域の人はその他さまざまな地元食品を食べているのであるから、それぞれから受ける放射線の量を合計しなければならないので、１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙを超えることもあり得る。つまり、１つの食品のみの放射線量を単独に評価することはできない。
本教材の解説（指導資料）の情報はテレビ・新聞の報道から取ったものが多いが、可能な限りそのニュースソースを調べて確認し、さらに専門家の校正を受けた。しかし、事故が未だ収束していない時期に作成しているので、状況は刻一刻変化しているため、教材として未完成である。
　　　　　写真の多くはwebから引用し、出典の明らかなものは記載したが、孫引き、ひ孫引きなどの写真で原典の不明のものは記載していない。
　　　　　本解説は、できるだけ詳細に情報を収集したので、その中から必要と思うものを取り出して利用していただきたい。内容は自由に引用していただいて構いません。
（編集責任者　NPO法人放射線教育フォーラム教育課程検討委員会　　黒杭　清治）

	パワーポイント教材をスライドショーとして使うときの注意
◇　画面右下に　次　と出てから画面を送ってください。

◇　次　の文字が出るまでは自動的に変わります。始めから　次　が　出ている画面は変化がありません。適宜画面を送ってください。

◇　同じことが繰り返し行なわれているときは右下に　適宜　と表示されますので、この場合も適宜画面を送ってください。

◇　画面下の欄に解説が付けてありますが、スライドショーにすると解説を見ることができません。そこで、このワード版の画面と解説を作成しました。本ワード版の解説はできるだけ詳細に書きましたので、必要に応じて取捨選択してご利用下さい。


第2部「原発事故は防げるか」の指導目標

	○福島原発事故原因の詳細を知識として与える必要はない。

○事故から何を学び取るかが大切（事故の教訓）。重点指導目標：想定外のことの起こるのが事故。想定外の事故に対処できる（とっさの判断）能力の育成。時間は後に戻せない「後悔先に立たず」「備えあれば憂いなし」。自分たちにできることは・・・防災訓練、避難訓練を真剣に行うこと。訓練をすることの必要性を理解させる（日常の訓練が緊急時に役立つ）。


なぜ、福島第1原発だけがレベル７の事故

４
[image: image4.emf]事故前の福島第１発電所


[image: image5.emf]事故前の福島第１原子力発電所
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レベル７の事故になったのか。

　
４．わが国の原子力発電は1963年10月26日に運転を開始して以来レベル４以上の事故を起こしておらず（JCO事故はレベル４）、営業運転開始以来すべての原子力発電所は多少のトラブルはあったものの、安全に発電を続けてきました。そして運転中の原子炉はマグニチュード９（M9.0）の地震の揺れを感知してすべて自動停止しました。
日本の原発の耐震設計が優れていることは世界的にも認められていました。
それではなぜ、福島第1原発だけがレベル７の事故になったのでしょうか。

朝日新聞2010年1月20日の夕刊に次のような記事を掲載している。

＜ＩＡＥＡ基準案＞原発耐震　日本に学べ

国際原子力機関(ＩＡＥＡ)は、2010年に日本の耐震指針の内容を採り入れた新たな耐震基準案と、地震で被災した原発を復旧させる行動計画をまとめた。２００７年の新潟県中越沖地震で被災した東京電力柏崎刈羽原発での教訓が反映され、地震国日本の原発の耐震設計が「世界標準」として盛り込まれた。世界各地で原発建設が加速する中、加盟国の耐震基準作りや改定のひな型になる。（坪谷英紀）

　　　わが国の原発は、非常に厳しい安全基準の上に建設されている。それだけ建設コストも高くなっているが、他の発電方式による発電コストが一様に高くなった故、原発の厳しくて高い安全コストも十分ペイしているということである。しかし、諸外国における安全基準はわが国ほどでなかったのだが、コストベネフィットの観点から、諸外国も日本並みに厳しくしても十分ペイすると判断したのであろう。また、ペイするなら少々厳しくしておいた方が、安心度が増すではないか、といった判断であろう。このたび国際原子力機関(ＩＡＥＡ)が「日本の耐震指針を採り入れた新たな耐震基準案と、地震で被災した原発を復旧させる行動計画」を策定したというではないか。今後、原発の建設を進めようとする国は、このＩＡＥＡの耐震基準をお手本に作られるだろう。
（朝日新聞2010．1．20）
　新聞は福島原発事故の起こる1年前には上記のように誇らしげに書いていた。原子力関係者も東京電力柏崎刈羽原発が新潟県中越沖地震に耐えて自動停止したことを誇らしげに語っていた。日本の原発耐震設計はIAEAが褒めるほどの強度をもっていたのであろうが、後述するように思わぬところに弱点があり、原子炉は完璧な完成品とは言えなかった。
参考資料：福島第1原子力発電所の歴史

1971年（昭和46年）3月26日 ：1号機の営業運転開始。 

1974年（昭和49年）7月18日 ：2号機の営業運転開始。 

1976年（昭和51年）3月27日 ：3号機の営業運転開始。 

1978年（昭和53年）4月18日 ：5号機の営業運転開始。 

同　年　　　　　　　10月12日 ：4号機の営業運転始。 

1979年（昭和54年）10月24日 ：6号機の営業運転開始。

2010年（平成22年）10月26日 ：3号機のプルサーマル発電、営業運転を開始。[ 

2011年（平成23年）3月11日 ：東北地方太平洋沖地震とその後の大津波で1〜4号機が被災、廃炉。
国際原子力事象評価尺度

1990年より試験的に運用され、1992年に各国の正式採用を勧告した。同年に日本でも採用された。

	レベル
	影響の範囲（最も高いレベルが当該事象の評価結果となる）
	参考事例

	
	基準1
事業所外への影響
	基準2
事業所内への影響
	基準3
深層防護の劣化
	

	7
深刻な事故
	放射性物質の重大な外部放出：ヨウ素131等価で数万テラ

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%82%AF%E3%83%AC%E3%83%AB" \o "ベクレル" ベクレル以上の放射性物質の外部放出
	原子炉や放射性物質障壁が壊滅、再建不能
	
	チェルノブイリ原子力発電所事故（1986年）
福島第一原子力発電所事故（暫定[1]、2011年）

	6
大事故
	放射性物質のかなりの外部放出：ヨウ素131等価で数千から数万テラベクレル相当の放射性物質の外部放出
	原子炉や放射性物質障壁に致命的な被害
	
	ウラル核惨事(キシュテム事故)（1957年）

	5
事業所外へリスクを伴う事故
	放射性物質の限定的な外部放出：ヨウ素131等価で数百から数千テラベクレル相当の放射性物質の外部放出
	原子炉の炉心や放射性物質障壁の重大な損傷
	
	チョーク・リバー研究所原子炉爆発事故（1952年）
ウィンズケール火災事故（1957年）
スリーマイル島原子力発電所事故（1979年）
ゴイアニア被曝事故（1987年）

	4
事業所外への大きなリスクを伴わない事故
	放射性物質の少量の外部放出：法定限度を超える程度（数ミリ

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%83%BC%E3%83%99%E3%83%AB%E3%83%88" \o "シーベルト" シーベルト）の公衆被曝
	原子炉の炉心や放射性物質障壁のかなりの損傷／従業員の致死量被曝
	
	フォールズSL-1炉爆発事故（1961年）
東海村JCO臨界事故（1999年）
フルーリュス放射性物質研究所ガス漏れ事故（2008年）等

	3
重大な異常事象
	放射性物質の極めて少量の外部放出：法定限度の10分の1を超える程度（10分の数ミリシーベルト）の公衆被曝
	重大な放射性物質による汚染／急性の放射線障害を生じる従業員被曝
	深層防護の喪失
	旧動燃東海事業所・アスファルト固化処理施設火災爆発事故（1997年）等

	2
異常事象
	
	かなりの放射性物質による汚染／法定の年間線量当量限度を超える従業員被曝
	深層防護のかなりの劣化
	関西電力

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%BE%8E%E6%B5%9C%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80" \o "美浜発電所" 美浜発電所2号機・蒸気発生器伝熱管損傷（1991年）等

	1
逸脱
	
	
	運転制限範囲からの逸脱
	「もんじゅ」ナトリウム漏洩（1995年）
関西電力美浜発電所3号機・2次冷却水配管蒸気噴出（2004年）等

	0
尺度以下
	安全上重要ではない事象
	

	評価対象外
	安全性に関係しない事象
	


· シーベルト (Sv) ：放射線が人体に与える影響を表す単位（ミリは1,000分の1） 

· ベクレル (Bq) ：放射性物質の量を表す単位（テラは1012＝1兆） 単位は序文囲み欄参照のこと。
· 深層防護の劣化の基準：安全上重要な設備の損傷の度合い 

上表は、文部科学省（科学技術・学術政策局原子力安全課）の公文書1 、en:International_Nuclear_Event_Scaleより引用。
原子力発電の安全確保                                  多重防護は役立たなかった
５
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燃料集合体

　　
５．原子力発電は緊急時に自動「停止」し、原子炉は「冷却」され、放射性物質を外部に出さないように「閉じ込める」構造につくられています。福島第1原子力発電所の運転中の原子炉も、福島第2原子力発電所や、東北電力女川発電所その他運、転中の原子炉と同様に地震を感知して「停止」しました。しかし、福島第1原子力発電所の原子炉だけは「冷却」「閉じ込める」ことができませんでした。なぜでしょうか

６．「停止」とはウランなどの核燃料が核分裂を起こして発電しているとき制御棒を入れて核分裂を止め、新たな核分裂を起こさせないことであり、

「冷やす」とは核分裂生成物が放射線を出し続けることによる熱（崩壊熱）を水で冷やす操作であり、

「閉じ込める」とは・・・

７．「閉じ込める」とは次のように五重の壁構造によって放射性物質が外部に出ないように防ぐことです（多重防護）。
第1の壁：核燃料ペレット（陶磁器のように焼き固めたもの）　
第2の壁：ペレット被覆管（ジルコニウム合金）　　第3の壁：原子炉圧力容器　
第4の壁：原子炉格納容器　　第5の壁：原子炉建屋
　しかし、5重の壁（多重防護）は役に立たちませんでした。なぜでしょうか？
地震と津波で全電源喪失　　　　津波でポンプも浸水・故障した
８
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８．地震で送電線の鉄塔が倒れ福島第1原子力発電所は外部からの送電が止まりましたが、すべての原子炉は自動停止後、すぐ非常用電源が働いて1時間くらい原子炉を正常に冷やしていました。そこに14ｍを超える津波が襲いました。

東電では５ｍ以上の津波を想定せず、非常用電源は海抜6.7ｍの地下室に設置してありました。

９．この大津波によって非常用電源室・ポンプ室は浸水・水没しました。
「原子炉を冷やせなかった」炉心溶融　水素爆発「放射性物質を閉じ込められなかった」
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10．福島第１原発の原子炉も他の原子炉と同様にせっかく「自動停止」したのに「冷やす」ことも、放射性物質を「閉じ込める」こともできなったのは、非常用ジーゼル発電機も、海水をくみ上げるポンプも、配電盤もすべて浸水によって故障して働かなくなり、冷却用循環装置が作動しなくなった米　ためです。
※：海水汲み上げポンプが働かなくても、通常は電源なしで働く非常用ポンプ（非常用復水器）が作動するようになっている。ところが運転員は1号機の非常用復水器に異常があると判断して運転を止めたため、原子炉（燃料集合体）が冷却できない状態になった。しかし、このことが対策本部に伝わらず、所長は非常用復水器が正常に作動しているものとして運転指令を出していたという人為的ミスが重なり、その後の対応が遅れる結果になった。
　　　また、非常用復水器の構造を正しく理解していた運転員はおらず、操作の訓練も受けていなかった。経験をしたことのない事象が１～４号機で次々に起こったので現場は混乱したが、情報がスムースに入ってこない政府官邸の統合対策本部も下記のように混乱していた。
11．高温になっている原子炉の炉心を冷やせない状態が続いたので核燃料の温度が上がり炉心がメルトダウン※１（炉心溶融）して容器の密封性が失われ、高温になって発生した水素が原子炉建屋に漏れ出て水素爆発を起こし、核分裂生成物が飛散しました。
核分裂を止めても核分裂生成物の崩壊熱を冷却することができないと核燃料集合体を入れてある圧力容器の温度が上がり、圧力容器内の水が蒸発して核燃料が露出して高温になり溶融し、圧力容器の底に溜まって1部は密封性を失った圧力容器から漏れ（漏れた箇所は現在確認できていない）、→　格納容器　→　建屋の床へ漏れた。　

また燃料被覆管のジルコニウム合金が水を分解して水素が発生し、圧力容器　→　格納容器　→　建屋に漏れて建屋の上部に溜まったものと推定※２され、水素が空気中の酸素と反応して爆発し（水素爆発）、核分裂生成物と共に大気中に飛散した。　２H２O　＋　O２　→　２H２０　（酸素が無ければ爆発しない）。
政府中枢部は混乱していた

　以上のような水素爆発が起こるまでの経過は、後から冷静に分析して推測されたことであって、そのとき現場も政府統合対策本部も、すめての当事者は何が起こっているのかを理解できず、「政府統合対策本部がいち早く情報を収集して集約・分析、総理が決断し、各方面に迅速に情報を流すこと」この基本的な機能の全てを失っていた。原子炉建屋の水素爆発の情景は福島中央テレビの画面で見て、事態の深刻さをはじめて知ったという状態であった。

　　19995年の阪神淡路大震災の教訓を生かして1996年、首相官邸に危機管理センターが設置された。2002年、総理新官邸の完成に伴い危機管理センターに最新の通信設備を備えた対策室が24時間体制で稼動するようになり、関係各省庁は大災害発生と同時に有機的に連絡を取りながら対応することになっていた。
また、大気中に放出された放射性物質がどのように流れるかを風向・風力などから予測するスピーディSPEEDI（緊急時迅速放射性物質影響予測ネットワークシステム※３）も文部科学省に設置されていた。
さらに、原子力災害特別措置法※４によって、各原子力発電所の近くには非常時に専門家が集まって対策を出す拠点の「オフサイトセンター」が設置されていた。
全て万全を期していたはずであったが、実際に大地震・大津波・想定外の原発事故が続けて発生してみると、省庁間・対策本部相互の連絡はマニュアル通りに機能せず迷走し、交通渋滞で福島オフサイトセンターには集まるべき専門家は集まれず、停電で通信機器は役立たず、福島原発に近すぎたため放射線が強くなり全く機能しなかった。　　　

それぞれの立場にある者は皆いらだち、菅総理は情報をより早く得るために総合対策本部を東京電力本社に移したが、依然として情報が伝ってこないことに苛立ってヘリコプターを仕立てて福島第1原発に乗り込んだため現場の邪魔になった。周囲から「総理は官邸でじっとしているべき」と批判されたが、菅総理は「情報が集まり、専門家が見解や判断をしてくれれば官邸にいて最終判断を下せる」と反論している。
アメリカでは自国GE社製の原発事故に対して危機感を抱き日本政府に情報提供を求めたが新聞報道程度の情報しか得られず、半径50マイル（80km）以内のアメリカ国籍住人に避難・帰国を指示した。それが連鎖的に日本在住の外国人に伝わってあわてた帰国者のため成田はラッシュで混乱した。
被ばく地の住人は避難に関する詳細な指示がなかったり遅れたりして的確な避難ができなかった。1部の報道は「不要な混乱を避けるために政府はメルトダウンが起きている深刻な情報を隠蔽している」と伝えていたが、実際は東電本部、規制・監督すべき立場の原子力安全・保安院や経産省、政府関係者間の意思疎通が不十分で混乱状態になっていた。

メルトダウンの情報は官邸に伝えられたとの証言はあると聞いているが、菅総理には伝わっていなかった。スピーディの情報も菅総理に伝えられなかったばかりでなく公表もされなかったので、被ばく者は避難の方向に役立てられず、放射性物質の流れる方向に避難した住民が多数いた。
法整備、組織は万全であったかもしれないが、果たして消防署が常時行なっているような防火・消防訓練のような原子力災害を想定した訓練を1回でも行なったことがあるのだろうか。
　　以上に述べたことは、政府統合対策本部やすべての当事者の対応の悪さを非難するためではない。上記のように危機管理センターやスピーディ、オフサイトセンターなどを設置するなどの万全の組織対策をとっていたにもかかわらず事故は起こった。事故は起こるものであることを言いたいのが目的である。
福島原発事故は、外部電源も非常用電源も全ての電源が長時間喪失することや、水素爆発が原子炉建屋内で起こることは、東京電力も、規制・菅督をする原子力安全・保安院や経産省、政府、原子力の専門家も、すべて誰一人として想定していなかったし、だから対策も立てていなかった。
　　　　緊急時に原子炉が緊急停止できても冷却できなければメルトダウンを起こす恐れのあることは、専門家にと
　　　って常識的に良く知られている事象であるにもかかわらず、メルトダウンを防ぐことはできなかった。
「あのときこうしていればよかった」とは事故を起こした者が後でよく言ういい訳であるが、時間を後戻り
させることはできない、ゲームではないのでリセットはできない、やり直しは効かないことをよく理解するべ

きである。
※１：メルトダウン：原子力安全・保安院は燃料ペレットの一部が溶けだしている状態を「燃料ペレットの溶融」、溶けた燃料棒が原子炉下部に落ちることを「メルトダウン」と定義した上で、「燃料ペレットの溶融」を認めた。英語のmelt downは国際原子力機関 (IAEA) や米 原子力規制委員会 (NRC) などの公式用語ではない。
※２：建屋内での水素爆発：経済産業省原子力安全・保安院は原子炉格納容器に溜まった水素は弁を開いて排気管に逃がしたとき別の排気管（非常用ガス処理系）を通って建屋内に逆流したものと推定している。この推定が正しいならば原子炉の構造欠陥ということになる。格納容器に溜まった水素を排気する管と建屋の換気をする「非常用ガス処理系」排気管が合流して排気塔につながっている構造に問題があった。逆流防止弁は電源喪失で開いた状態になっていた。他にも同様構造の原子炉があるので、2本の排気管は独立させて、逆流を防止する構造にするよう改善する必要のあることが明らかにされた。

※３：スピーディSPEEDI：緊急時迅速放射性物質影響予測ネットワークシステム（第1部にも記載）
原子力発電所などから大量の放射性物質が放出されたり、そのおそれがあったりした場合、周辺環境への放射性物質の放出源情報、気象条件および地形データを基にして、大気中の放射性物質濃度、および、被ばく線量など環境への影響を、迅速に予測し、住民の避難範囲を決めるために活用するシステム
　スピーディは128億円の資金をかけて国が開発した。所管は文部科学省だが、解析には原子力安全・保安院から提供される放射性物質の放出量などのデータを活用する。しかし、文部科学省は電源喪失でデータが得られないと判断し、原子力安全委員会の指針に基づいて、毎時１ﾍﾞｸﾚﾙ(Bq)の放射性物質が放出されたと仮定して、1時間ごとに放射性物質の拡散分布図を予測した。このデータは原子力安全・保安院、原子力安全委員会、福島県庁で共有されたが、原発事故当初、政府原子力災害対策本部、文部科学省、原子力安全・保安院にはスピーディ情報を公開するという発想がなかった（第1部健康への影響にも同文を掲載）。しかし、1部の報道によれば、公表すると返って混乱を招くであろうと思って公表しなかったのであろうという推測もある。
※４：原子力災害対策特別措置法

1999年

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/9%E6%9C%8830%E6%97%A5" \o "9月30日" 9月30日の東海村JCO臨界事故を動機に制定された。内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を出した場合（今回の福島原発事故が法制定依頼はじめて）、内閣総理大臣に全権が集中し、政府だけではなく地方自治体・原子力事業者を直接指揮し、災害拡大防止や避難などを指示することが出来る。

経済産業省原子力安全・保安院は、2011.3.11の事故から3,16までの1週間で大気中に放出された放射性物質の量は約77万ﾃﾗ（ﾃﾗ＝１兆）ﾍﾞｸﾚﾙ（最終的にはおよそ80万テラ）と試算し、事故から１週間で大部分の放射性物質は放出されたと発表した。ただし大量の放射性物質がどこから漏れたか（水素爆発のときか、ベントによるものか）明らかにしていない（1986年のﾁｪﾙﾉﾌﾞｲﾘ原発事故では520万ﾃﾗﾍﾞｸﾚﾙであるから福島原発はそのおよそ1/7）。また、同保安院が8月26日に発表した放射性物質放出量はセシウム137が1万5000ﾃﾗﾍﾞｸﾚﾙ、ヨウ素131が1万6000ﾃﾗﾍﾞｸﾚﾙ、ストロンチウム90が140ﾃﾗﾍﾞｸﾚﾙであった。この数値から最初の1週間に放出された量に較べ発表された３種の核種は著しく減少しているように見える。これは、水素爆発によって飛散した放射性物質は多種類であるが、そのうち半減期の短い核種が消えて行って放射性物質全体の量は激減するが、半減期が30年のセシウム137、28年のストロンチウム90が長期間残っていることを示しているので、今後も注意しなければならない（ヨウ素131の半減期は8日のためほとんど問題にならない）。
　　　福島第１原子力発電所には１～６号機の原子炉があり、１～3号機の原子炉が冷却できなくなり、４号機は運転を中止して燃料棒はプールに保管してあったが、プールが冷却できなくなり、深刻な事故（過酷事故）になった。事故の状態はそれぞれ異なるが、詳しくなりすぎるので主として１号機（1部３、４号機）について記載した。
　　　事故の詳細な経緯は原子炉内に入ることができないので推定の域を出ず、詳細は各新聞によって記載内容が異なる。政府原発事故調査・検証委員会が2011.12.26中間報告を公表し、各紙の12月17日付朝刊に掲載された。特に読売新聞が詳細に掲載している。事故原因についてもかなり詳しく記載されていて事実に近いものと思われるが、主な事故原因は、既にIAEA（国際原子力機関）が政府に提出した報告書（以下）に述べられている。
IAEA(国際原子力機関)調査団の事故原因調査報告
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12．国際原子力機関(IAEA)調査団が2011.6.3政府に提出した東京電力福島第１原子力発電所の事故原因に関する報告書概要は次のようにまとめられています。
　　◆「津波の想定が過小評価されていた」

東電は５ｍ以上の津波は想定せず、非常用電源は海抜6.7ｍのところに設置してありました。
　　　　　　東電が2008年春に出した津波の試算は、遡上高を今回の津波とほぼ同じ、最大15.7ｍとし、同年12月
　　　　　に行った貞観津波（869年）をモデルにした試算は最大9.2ｍとしていた。（読売　2011.10.2）

貞観(じょうがん)地震・津波：約1200年前の平安時代前期、貞観11年5月26日（869年

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/7%E6%9C%889%E6%97%A5" \o "7月9日" 7月9日）に、陸奥国　東方沖の海底を震源域として推定マグニチュード8.3以上とされる巨大地震が発生し、地震に伴って発生した津波による被害も甚大であった。
　　　　　　貞観津波については1990年代から東北大などが研究を実施し、独立行政法人「産業技術総合研究所」岡村氏らの研究チームは、宮城県などで過去の津波が残した地中の土砂を調査して、貞観地震の津波が、少なくとも宮城県石巻市から福島第１原発近くの浪江町まで分布し、海岸から土砂が最大で内陸３～４キロまで入り込んでいることを確認した。また、津波を伴う地震が500～1000年間隔で発生してきたとして福島原発を大津波が襲う危険性を指摘していた。
　　福島第1原発は津波に対する想定・対策が甘かったと言われているが、それは事故が起こった後から言えることであって、1号機は上記参考資料のように関西電力美浜原発1号機（1970.7.29臨界）に続くわが国で2番目(1971．3．26)　に営業運転を開始した原発であり、当時としては日本に原子力発電所を設計する能力がなく、アメリカ　ゼネレルエレクトリック（GE）社の作成した設計図に従って1日も早く完成させることが目的であった。可能な限りの安全対策を取っていたには違いがないが、福島第1原発のある場所は元々海抜35メートルの高台であったものを、わざわざ設計図通りに海抜10メートルまで削って建設し、海水汲み上げポンプも電源も設計図通りに海抜6.7メートルの地下室に設置した（大気圧が１気圧で、水の密度が１g/立方ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙであるから、汲み上げパイプの高さを10メートル以上にするとポンプを働かせないとき、パイプ中の水柱は10メートルまで下がってしまう。コストを下げるためには安価な海水汲みあげポンプを10メートル以下に設置するのが効率的な使い方であった）
その後、汲み上げポンプの性能は向上し、原発は10メートル以上の高台に建てられるようになり、福島第2原発の陸地部分は海抜40～50メートル前後の丘陵地帯であり、辺り一帯は松林などの山林で海岸は海抜20～30メートルの断崖が多く護岸工事を施して建設した。また、東北電力女川原発は議論の末、津波を考慮に入れて海抜14.8mの場所に設置してあったので、地震で1メートルの地盤沈下があったものの、(海抜14.8m-1m=13.8m、津波13m 差分約0.8m)により直接の津波到達はなかった。
2006年改定の国の原発耐震指針は、極めてまれに起こる大津波に耐えられるよう求めるなど大幅に内容を改めた。2009年の国の審議会で大津波を伴った貞観地震の解析から再来の可能性が指摘されたが、規模や形状、繰り返し期間については研究者間でも異論があり、「十分な情報がない」として10ｍを超える津波を想定することは先送りされた。この時点で非常用電源を高台に移動するなどの設備向上を図っていれば福島第１原発事故は防げた可能性がある。
　　◆　原子力発電の安全対策では最大級の自然災害を想定する必要がある。
　　　　　　地震国日本の原子炉は最大級の地震に対しても壊れないようにゆとりを持たせた耐震設計をしていたが、原子炉以外の附属設備は一般の工場と大差がない。マグニチュード６くらいで壊れる部分もある。全ての部分について最大級の自然災害を想定すると際限がなくなり経済性が保てない。設計条件をある限界で線引きせざるを得ないのは一般の工場と同様で、原発設計に限ったことではない。
13．◆　福島第１原子力発電では、原子炉冷却用の非常電源が津波で壊れ、全電源喪失後の代替電源が確保できなかった。
　　　　　政府は緊急に各所から69台の電源車を配備しましたが、爆発で吹き飛んだ建屋の「がれき」に邪魔されて電源車は近づくことができず、プラブが合わない、コードが届かないなどで役に立たず、トラブルが続き、ようやく１台の電源車から電源を確保できましたが津波で流されたポンプは役に立ちませんでした。

14
[image: image15.emf]IAEA

調査団が政府に提出した

福島原発事故原因報告書概要

◆原子炉から蒸気を放出（ベント）して、

容器内の圧力を下げるのに手間取った

次

圧力容器に取り付けてある排気弁を

開くことが必要

弁の開閉は電動のため

手動に切り替えなければならず

通常の訓練になかった操作のため

手間取った
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調査団が政府に提出した

福島原発事故原因報告書概要

◇水素爆発で原子炉建屋が吹き飛ぶ事態

は、まったく想定していなかった

次

圧力容器や格納容器の圧力が高くなっ

てこわれることを防ぐ努力をしていた。

原子炉建屋で水素爆発が起き

原子炉建屋が吹き飛ぶことは

想定しておらず

対策もとっていなかった

が、


14．◆　原子力発電の事故で最悪の事態とされる「炉心溶融（メルトダウン）」の防止策と、炉心溶融が起きた後の対応に、多くの問題点があった。

　　・　炉心溶融を防ぐため、原子炉から蒸気を放出（ベント※）して、圧力を下げる手順が定められていたが、手間取った。

圧力容器内の温度が上がり、圧力が高くなり過ぎて容器が壊れるのを防ぐために圧力容器に取付けてある排気弁を開く（ベント）ことが必要になりました。しかし、弁の開閉は電動になっていたので手動に切り替えなければならず、通常の訓練になかった操作のため手間取っておよそ６時間かかってしまいました。
※Vent：（気体、液体の）はけ口、抜け口；通気孔、排気孔、噴気孔　（液体や煙など）を放出すること。

15．◆　水素爆発で原子炉建屋が吹き飛ぶ事態は、まったく想定していなかった。
　　　　　圧力容器や格納容器の圧力が高くなってこわれることを防ぐ努力はしていましたが、水素爆発が原子炉建屋内で起き、屋根が吹き飛ぶ事態は、専門家でもまったく想定しておらず対策もとっていませんでした。
電力会社は今まで「わが国ではチェルノブイリ事故のような臨界状態で圧力容器や格納容器が爆発することはなく、仮に放射性物質が漏れる事故があっても原子炉建屋があるので環境に飛散することはない」と説明していた。その建屋の上層部が真っ先に吹き飛び大量の放射性物質を飛散させる結果になった。
水素爆発の恐ろしさを知らない物理・科学者はいない。圧力容器や格納容器内で水素爆発が起こったら最悪の事態になることがわかっていたので、ベントの他様々な方法で水素爆発を防ぐ対策を試みていたが、水素が建屋内に漏れて建屋の上部に貯まり、空気素と混ざって爆発する恐れがあることは誰も想定していなかった。設計の段階でも建屋は漏れた水素を逃がす構造にはなっていなかった。
その他の事故原因と対策不備
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[image: image17.emf]その他の事故原因と対策不備

使用済燃料を保管していたプールが

冷却ができなくなったとき

燃料の崩壊熱で大事故になることも想定外

次

　17
[image: image18.emf]その他の事故原因と対策不備

「マニアルに示されていない事故は起こらない」

ことになっていたので

想定訓練は行ってなかった

次

たとえば

「長時間にわたって電源が喪失することは

想定しなくてよい」

暗闇中での手作業訓練をしていなかった

との前提があったので


16．IAEA調査団報告書の他、東電福島原発社員一人ひとりが1台ずつもっていたPHS約1,000台は全電源喪失により使用不能になり、事故対応が遅れました。

使用済みの燃料を保管してあるプールの冷却ができなくなったとき核分裂による崩壊熱で大事故になることも想定していませんでした。

17．また、マニアルに示されていない事故は起こらないことにしていたので、過酷事故を想定した訓練は行っていませんでした。たとえば原子力安全委員会の原子力発電所「安全設計審査指針」には「長時間にわたって電源が喪失することは想定しなくてよい」と記載してあるので、弁の開閉をはじめ運転操作はすべて電動であり、暗闇中での訓練も、手動操作の訓練も行っていませんでした。

　　電源車が必要になることもマニアルになく、訓練もしていませんでした。

　　　アメリカではスリーマイル島事故の教訓を活かして福島第一原発と同じ構造のGE（ｾﾞﾈﾗﾙｴﾚｸﾄﾘｯｸ）製の原発が総電源喪失になる可能性と、その場合の炉心溶融までの過程を想定して（その想定は今回の福島事故の経過とほぼ同じであった）対策をとっていた。
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　要するに、暴走する原子力発電を制御できなかったのは、暴れる象を静める術を知らない未熟なゾウ使いのようなものです。
　　今回の事故を教訓にして、今後の原子力発電は全電源喪失を想定外にすることはできません。原子炉以外の諸設備の損壊（原子炉以外は震度６までを想定した設計になっている）にも対策を立て、どのような事故が起こっても放射性物質を閉じこめる安全対策を取ることができなければなりません。しかし、だからと言って原子力発電をやめてしまうのでは進歩も発展もありません。つまずきを乗り越えて現存する原子力発電システムの不備を是正すれば、過酷な条件下でもかなり安全に運転をすることができるようになるはずです。

平穏な環境下では正常に運転できているが、電源喪失により冷却機能が不完全になったときに起こり得るリスク管理が甘く、メルトダウンなどの過酷事故が起こったときに対処する危機管理の訓練ができていなかったということが言える。
化学反応をコントロールする歴史は古く、確立された技術をもっていると言ってよいが、核反応をコントロールする技術は未熟だった。冷やせないと暴れだす性質の原子炉、放射性物質が漏れる事故を起こしても、その飛散を防止するはずの建屋が水素爆発によって吹き飛び、返って放射性物質を広く飛散させてしまった原子力発電システムは未だ完璧ではなかった。

失敗は成功の元
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それでもスペースシャトルの運行を継続

それでもスペースシャトルの運行を継続
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「アトランティス」

2011

2011

年７月８日ケネディ宇宙センターから

年７月８日ケネディ宇宙センターから

打ち上げ

打ち上げ

予定

予定

最後のスペースシャトル

　
19．脱原発を決めたドイツでは「技術大国の日本でさえ原発事故を起こした。やはり原発は危険」という意見が大勢を占めたと言われています。国内でも脱原発の声が高まっています。しかし、1回の失敗で原発をやめてしまってよいものかという意見も聞かれます。人類は失敗によって多くの犠牲を払いながらも乗り越え科学技術を進歩させてきました。スペースシャトルを例にしてみましょう。
1986年1月28日11時38分（アメリカ東部標準時間）、スペースシャトル「チャレンジャー」はいつもと変わらない光景の中でケネディ宇宙センターから打ち上げられました。しかし73秒後、大観衆が見上げるフロリダ上空で突如爆発し、大西洋に落下し、搭乗員7名は全員死亡しました。 原因は固体燃料補助ロケットの密閉用部品の破損で燃料が噴出し引火したためで、原因究明と改良のため3年（32ヶ月）を要しました。
20．次の悲劇は帰還直前に起こりました。スペースシャトル「コロンビア」は2003年2月1日の帰還飛行中、テキサス州上空で空中分解し、火の玉になって大気圏に突入、搭乗員7名全員が死亡しました。事故は打ち上げのとき外部燃料タンクの断熱材の1部が剥落し左主翼を直撃したことが原因になり、この傷が大気圏再突入の高温に耐えられなかったためで、原因究明には2年半を要しました。

　　いずれの事故も直接の原因を招いた背景には危機管理に問題があったと言われています。全部で５機製作したスペースシャトルのうち２機が失われ、14名の宇宙飛行士が犠牲になりましたが、それでもアメリカはスペースシャトルの運行を継続したのです。

21．米航空宇宙局（ＮＡＳＡ）は、2011年７月８日午前11時29分（日本時間9日午前0時29分）ケネディ宇宙センターからスペースシャトル「アトランティス」を打ち上げ国際宇宙ステーション（ISS）に荷物を運び21日朝帰還しました。この打ち上げでスペースシャトルは引退して次世代の火星探査ロケット開発にバトンタッチしまし、1981年から全部で135回　800名の宇宙飛行士、民間人を運び、宇宙開発に偉大な貢献を果たしました。

スリーマイル事故　　　　　　チェルノブイリ事故
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22．原子力発電の歴史はどうだったのでしょうか。
アメリカ合衆国

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9A%E3%83%B3%E3%82%B7%E3%83%AB%E3%83%99%E3%83%8B%E3%82%A2%E5%B7%9E" \o "ペンシルベニア州" ペンシルベニア州のスリーマイル島原子力発電所で1979年

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/3%E6%9C%8828%E6%97%A5" \o "3月28日" 3月28日、原子炉冷却材の喪失によって炉心が溶融する

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E9%81%8E%E9%85%B7%E4%BA%8B%E6%95%85&action=edit&redlink=1" \o "過酷事故（存在しないページ）" 過酷事故が起き、周辺住人の大規模避難が行われました。国際原子力事象評価尺度のレベル５に分類される当時としては最大級の事故でした。結果的には周辺住人に健康への影響はありませんでしたが、事故直後は避難する人々が一時パニック状態になったと言われ、アメリカはそれ以来原子力発電所の新規建設を行ってきませんでした。それでも原子力発電を止めずに継続し、オバマ大統領は34年ぶりに原発建設再開を決めました。
　　　　アメリカの原子力規制委員会（ＮＲＣ）は2012.2.9、南東部・ジョージア州の原子力発電所の建設を1978年以来、34年ぶりに認可した。建設が認可されたのはウェスチングハウス(GE)が開発した新型の原子炉「ＡＰ1000」で、今回、採用されるシステムでは、福島第一原発の事故のように外部電源を失っても、72時間は原子炉の冷却が可能な設計だという。 

23．旧ソビエト連邦では1986年

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/4%E6%9C%8826%E6%97%A5" \o "4月26日" 4月26日1時23分（モスクワ時間）ウクライナのチェルノブイリ原子力発電所で国際原子力事象評価尺度レベル7の過酷事故が起きました。この事故は、原子炉の出力をどこまで下げることができるかを実験していたところ、不安定な状態に置かれていた原子炉が急激に出力を増し、過剰な発熱が生じて原子炉冷却用の水は失われメルトダウン（炉心溶融）登水蒸気爆発を起こしたものです。
この爆発により数人の作業員が死亡し、原子炉は運転状態であったためウランなどの核燃料も爆発と共に飛び散ったため消火に当たった消防士100人が大量の放射性物質を被ばくしました。この原子炉は黒鉛減速軽水冷却炉であったため、原子炉の黒鉛が10日間燃え続け、放射性物質の放出は約20日間続き、100～200人が急性放射線症候群と診断され、うち約30人が早期に死亡し、その後10年間にさらに14人が死亡しています。
それでも旧ソ連（現ロシア）も原発を止めず、新しい原発を建設し、輸出しています。

事故の際に放出された核種は福島原発事故で放出された核種と同じヨウ素131とセシウム134、セシウム137のほかに、核分裂が停止していなかったために放射性のストロンチウム89とストロンチウム90、プルトニウム234も放出されている。ヨウ素131の半減期は8日と短いため食物連鎖の中に入り込んでも短期間のうちに減衰する。だが、セシウムの半減期は2年から30年と長く、非常に広範囲にわたる汚染が発生した。ストロンチウムは半減期が52日から28年で、セシウムと同様の長期的な汚染を引き起こした。事故によって放出された放射性物質の量は広島に投下された原爆の400倍だった。
事故の爆発で大量の放射性物質が風に乗って北西方向に飛散し、チェルノブイリから放出された放射性物質の影響被ばくは、ロシア、ウクライナ、ベラルーシに広がり、汚染が最も深刻だった近隣地域では住民27万人が5～500mSvの放射線を受けた。この被ばくでがんや小児白血病が増加したと言われているが健康被害の正確な評価は非常に難しく、疫学的に正確なことはわかっていない。住民の健康に及ぼした最大の影響は障害よりも精神的影響の法が大きかったとされている。
改良と事故経験を生かした安全対策
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[image: image27.emf]
24．事故を起こした原子力発電の構造（沸騰水型軽水炉BWR）はテレビでお馴染みになりましたが、現在製作されている改良型沸騰水型軽水炉ABWR）は既により安全な構造になっています。

　　　ABWRの特徴は、BWRで原子炉圧力容器の外に設置していた原子炉再循環ポンプを圧力容器の中に設置し、ポンプ回りの配管をなくして単純化したことと、制御棒駆動源として水圧駆動に電動駆動を加え多様化したことである。2009年9月末現在のABWRは、東京電力柏崎刈羽原子力発電所6、7号機、中部電力浜岡原子力発電所5号機、北陸電力志賀原子力発電所2号機の4基となっている。出典：「原子力・エネルギー」図面集2011　5-3 
25．各電力会社は、全ての電源が断たれた場合に備えて新たに電源車や発電機を配備しましたが、ほとんどの原発では容量が小さく、原子炉を冷却する装置の一部しか動かせず、原子炉を安定した停止状態にすることはできないことが分かりました。 
　　　しかし、さすが事故を経験した東京電力です。柏崎刈羽原発（新潟県）に配備した電源車4500キロワット１台、500キロワット４台の電源車を総計すると運転中の４基の冷却ができます。 
26．全電源が喪失し、海水による冷却装置（ポンプ）が作動しなくても、電源車の配備、空冷装置など他の冷却対策を取る。放射能除去フィルター付きベントなどを装備すればかなり安全度の高い原子力発電に生まれ変わるはずです。（福島第1原子力発電６号機建屋には非常用電源と空冷装置が配備されていたため５，６号機は冷温停止できた）。

　（写真：全電源喪失を想定し、消防車でくみ上げた水をタービン建屋の送水口までホースで届ける訓練　新潟県　東京電力柏崎刈羽原子力発電所）
国産災害支援ロボット　　　　　　汚染水処理　　　　　　　　国産汚染水浄化装置
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　27．今後「使っていれば故障も事故も必ず起きる」という前提で対策を講じ、想定外のことを想定し　　

た訓練をしていれば、被害を最小限に抑えることができるはずです。

　　水素爆発を起こした放射線の強い建屋の内部を探査するためにアメリカのトボットを導入しました。その後千葉工業大学未来ロボット研究センターなどが開発した国産災害支援ロボットQuinceが放射線に対応できるように改造され、遅れて投入されました。がれきの走行や階段や坂を上る性能など はアメリカ製より優れているので原子力災害用につくっておくべきでした。 
　　　1999年に茨城県東海村で起きた核燃料加工会社JCOの臨界事故後に経済産業省は遠隔操作の災害対策ロボットの開発プロジェクトを発足させ、2000年に予算30億円を投じ、1年後に試作機６台をつくったが「日本では原子力災害ロボットが必要になる事故は起きない」との理由でこのプロジェクトは打ち切りになった。継続していれば事故後即刻活用できたはずである。

　　　また今後は廃炉工事のため、原子炉格納容器や圧力容器の中の強い放射線に曝されながら切断や運搬のできる強力なロボットを開発しなければならないが、新しい科学技術を生み出すチャンスでもある。
28．原子炉を冷却するために使った海水が放射性物質で汚染され、核燃料を入れた原子炉圧力容器も格納容器も一部が毀れていたため汚染水は原子炉建屋の地下に大量に溜まりました。わが国では大量の放射性物質汚染水が出ることを想定していなかったので、実験室以上の大量処理装置をもっていませんでした。
この処理のためにアメリカ　キュリオン社から放射性セシウムを吸着する装置を導入しました。 
　セシウムを除去した後、残りすべての放射性物質を除去するための放射能汚染水処理装置をフランス　アレバ社から導入しました。
29．わが国は海水を飲料水に処理する技術をもっています。東芝は急遽高濃度の放射性物質を含む汚染水浄化装置「サリー」を製造し、2011年8月現地に配備しました。当初は米・仏製装置のバックアップ用と考えていましたが、シンプルな構造で故障も少ないので米・仏製装置と並列に配置して処理しています 。サリーは高性能の２種類の吸着材で放射性セシウムを除去し、汚染水の濃度を約100万分の１まで下げることができます。

今後は放射能汚染水処理装置も開発・製造しておけば万一事故が起こっても被害を迅速、最小限に抑えることができます。
まとめと今後の対策
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30．まとめ　事故はヒトが想定した通りに起こるものではありません。想定しない、想定したくないことが起こるのが事故と言えます。1,000年に１度起こるかどうかわからない大津波のリスクは０ではありませんが、今日明日には起こらないだろうと思う心理が働きます。過酷事故を起こすリスクも０ではありません。ところが、外部に向かって原子力発電は安全だから、安心して、信頼してと宣告してしまったので、大きな地震が起きても原子炉はこわれない、津波を被ることはない、全電源が喪失することはない、放射性物質を飛散させるような事故は起こさない、ヨウ素剤を配布しておく必要はない、・・・と言い続けるしかなかったのです。
31．原子力発電は安全、安心、信頼してと言った手前、非常用電源が使えなくなったときに備えて電源車を配備することも、冷却用海水ポンプが故障したときに備えて空冷装置を設置しておくことも、放射線漏れの場所に使うロボットの配備も、安全ならそのような配備は無駄と言われるのを恐れて、必要がないとしか言えなくなっていました。

　　経済性を考えてどこかで線引きをしなければならなかったという理由もあったでしょう。日本では原発の過酷事故は起こらないことに決めてしまったのです。
ヒトは必ず死ぬのに元気な人は死を今日や明日のことではないと思って毎日を過ごしているのと同様に、貞観津波のような10ｍを超える大津波がいつか起こるであろうと予想していても、それは今日や明日のことではないという心理が働き、当面の経済性を優先したのであろう。福島第一原発は15メートルを越える津波対策の改修工事に数百億円掛かると試算され、対策を先送りした。これは原発に限ったことではなく、全ての企業に当てはまる。
32．専門家の反省　日本原子力学会　
「専門家の過信が安全神話を独り歩きさせた」東京工大教授　二ノ方寿

「事故を想定できなかったのは想像力が欠けていたから」東大教授　岡本孝司

「原子力ムラの弊害は外部の意見を聞かない独善的体質だけではない。一枚岩に見えるムラ内部での意地の張り合い、風通しの悪さが事故につながった」法政大客員教授　宮野　広
日本原子力学会2011秋の大会（2011年9月19日（月）～22日（木）会場　北九州国際会議場）で専門家から上記のような反省の言葉が述べられました。原子力工学の学者が地震学者や津波の専門家の話を聞く機会は少なかったようです。
海外で賞賛された“Fukushima50”
33[image: image34.jpg]
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　34　35
33．フランス、イギリス、ドイツなど諸外国のメディアは、福島原発事故当初の一番危険なときに、現場に残って命がけで事故収束に当った約50人の従業員たちに対して “Fukushima 50”と名づけ、その勇気を讃え、 2011年9月7日にはスペイン皇太子賞の受賞が発表され、同年10月22日に同賞平和部門を警察、消防、自衛隊の現場指揮官ら計5人を代表として表彰をしました。これに対し日本のメディアは、当初、線量計が足りず、180人が線量計もたずに作業したこと、食事は朝が乾パンと野菜ジュース、夜が缶詰と非常食、作業の合間に床で雑魚寝という過酷な労働環境を紹介したものの、なぜかその後の状況には触れなくなり、諸外国での賞賛についても報道していません。
その後収束作業は東電の従業員、派遣作業員のほかに、東芝、日立などからの応援が参加して2,000人規模で被ばく線量を管理しながら交代制で行われている。

34．全世界はいまフクシマ原発事故を今後どのように収束させ、エネルギー対策をどうするのかを注目しています。どこに事故原因があったのかを正確に調査し、現存する原子力発電所の設備を是正しなければなりません。
建設中であった原発は中止され、今後段階的に脱原発の方向で進めるという意見が強くなっていますが、一方では事故を恐れてわが国が原子力発電から撤退すれば、これまで蓄積してきた原子力発電プラント建設技術は萎んで国際競争力を失い、原発の海外輸出もできなくなるので産業に与える影響は甚大という意見もあります。

定期点検で停止した原発は菅総理（当時）の指示でストレステスト（耐性調査）※を行なって安全確認をしてからでないと再稼動できないことになりました。福島原発事故後にEU（欧州連合）が実施を決定し検証しています。
ストレステスト：設備やシステムに大きな負荷を加え安全性や健全性が保たれるかどうかを調べるリスク管理手法。機械やIT（情報技術）金融などの分野で使われる。原子力発電所の場合、通常の安全検査では想定される大地震などに耐えられるかを調べるのに対し、ストレステストは、揺れなどの負荷を上げていったとき、どの時点で機能が損なわれるかをコンピュータで測定するもの。6月のIAEA（国際原子力機関）閣僚会合でも各国が実施することでまとまった（日経新聞　2011.7.8より引用）。
本来ストレステストは原子力発電の運転・停止とは関係なく、温度や圧力などの過酷な条件を入力したコンピュータで測定するものであって、EUは原子力発電を止めずに行っています。
わたしたちにできること
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35.原発事故防止は専門家に任せるしかありません。しかし、なぜ事故を防げなかったのかを調べることで、自分たちの身の回りで起こる事故防止に役立てられます。

36.宮城県石巻市の大川小学校は東日本大震災で津波に襲われ、児童108人中74人、教職員11人（校長を除く）中1人を残して10人が死亡・行方不明となる大惨事になりました。大川小学校はそれまで津波に襲われたことがなく、安全な場所と思っていたので、地震の避難で校庭に集合して点呼を受けましたが、校庭から高台への避難が遅れました。そこに河口から４ｋｍも離れている北上川を、10ｍを越える津波が遡上して児童・教職員を一気に飲み込みました。
　　大川小学校の大惨事の原因と、福島原発の過酷事故の原因に共通していることは何でしょうか。

それは想定外の事故が起こったことです。　そして、想定外のことが起こったときどうのように行動したらよいか考えたことがなかったことです。
東日本大震災で宮城県石巻市の大川小学校が児童74人と教職員10人が死亡・行方不明となったことについて

同市教育委員会は同校の津波避難マニュアルなどの不備を認め「人災の部分もある」として謝罪した。大川小が作成した地震・津波の発生を想定した「危機管理マニュアル」には避難場所として「近隣の空き地・公園等」とあるだけで具体的な場所は明記されていなかったが、市教委はマニュアルの指導・点検をしていなかったことの責任を認めた。また、災害時に児童を引き渡すための保護者の連絡先などを記す「防災用児童カード」が配布・回収されていなかったことも明らかになった。当時、校内にいなかった柏葉照幸校長は「今回の事態は校長としての至らなさに原因がある」と述べた。

同市教委は惨事に至った原因として（１）避難場所を定めていなかったことで高台避難が迅速に判断できなかった。（２）教職員の津波に対する危機意識が低かった（３）過去の経験から安全と思いこみ、校庭に居続けた――と認定した。
その上で再発防止策について、（１）避難場所の実地踏査による点検　（２）教職員が適切に対応する能力の向上。（３）地域での防災の推進――などを挙げた。
市教委によると、津波で被災した石巻市内の小中学校のうち大川小を含む10校が、津波の際の避難場所を指定していなかった。　（朝日新聞　2012.1.23より抜粋）
　　
37．津波で亡くなられた児童のみなさんと先生方、それに、東日本大震災全体で亡くなられたり行方不明の2万人余の方々のご冥福をお祈りします。亡くなられた尊い命を無駄にしないために私たちが実行することは・・・
　
38．日頃の訓練が緊急時に役立ちます。ことわざにあるように「後悔先に立たず」「備えあれば憂いなし」「備えあれば憂いなし」です（他に「転ばぬ先の杖」もありますが、これは高齢者向き）。自分たちにできること　それは避難訓練や消火訓練を真剣に行なうことです。避難訓練のときおしゃべりなどせず、常に災害が発生したときのことを念頭に置き、次の点に心がけて真面目に、真剣に行いましょう。
①訓練に取り入れてない状況も想定する。②状況を的確に判断し、率先して避難する（周囲の人を誘導する）③最後まであきらめない。
　　　　国は原発事故が起きたときの避難区域を30ｋｍ圏内に拡大した。それに伴って新たに避難区域内に入った学校では原発事故を想定した避難訓練を行なっている。今まで、わが国の原発は避難しなければならないような事故は起こらないことになっていたが、今では「事故が起こったときどう行動したらよいか」という考えに変わっている

福島原発事故と大川小学校の惨事原因の共通点は、共に想定外の事故であるが、両者の違いは企業のモラルと学校のモラルが根本的に異なっていることである。東電の場合建設費を考慮して10ｍを超える津波は想定しないことに決めたという経済的理由であり、大川小学校の場合は純粋に津波が来るとは思っていなかったことである。

その違いは横に置いておいて、どのような想定をしても自然災害は想定を超えることがあると思わなければならない。想定外のことが起きたとき、どのように行動したらよいかを考えさせることが大切である。訓練によって、とっさに的確な行動ができるようになるのだろうかという疑問が湧くかもしれないが、航空機のパイロットは時々刻々変わる風向、風力、雨量に対処しているばかりでなく、予測できない（マニュアルにない）突然のエンジントラブルなどに対しても冷静に的確な判断と対処ができるように訓練を受けて空の安全を護っている。
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　多くの尊い命を預かっている学校は、津波、原子力事故ばかりでなく、考えうる限りの対応マニュアルをつくって訓練を実施し、また、児童・生徒があらゆる想定外事象に自ら対応できる思考力、判断力、行動力を備えられる能力を育成するよう努めなければならない。
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